
単位：円

（ ）

（ ）

（ ）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ） 704,762,068

流 動 資 産 1,846,228,172 流 動 負 債 663,797,368

貸 借 対 照 表

2021 年 3 月 31 日 現在

旭化成ライフライン株式会社

第 17 期

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

未 成 工 事 支 出 金 318,659,738 未 払 費 用 101,733,822

貯 蔵 品 6,966,091 預 り 金 1,091,944

現 金 及 び 預 金 0 工 事 未 払 金 414,904,298

完 成 工 事 未 収 入 金 399,182,841 未 成 工 事 受 入 金 50,452,132

立 替 金 668,432 未 払 消 費 税 等 10,815,400

短 期 貸 付 金 1,104,712,752 賞 与 引 当 金 65,047,000

前 払 費 用 944,478 未 払 金 19,157,772

未 収 入 金 3,876,676 未 払 住 民 税 595,000

有 形 固 定 資 産 30,205,490 固 定 負 債 40,964,700

建 物 附 属 設 備 22,437,933 退 職 給 付 引 当 金 40,964,700

そ の 他 流 動 資 産 11,217,164

固 定 資 産 98,851,031

無 形 固 定 資 産 9,436,159

ソ フ ト ウ ェ ア 9,436,159 （ 純 資 産 の 部 ） 1,240,317,135

車 両 運 搬 具 4

器 具 及 び 備 品 7,767,553

差 入 保 証 金 19,361,715 利 益 剰 余 金 1,140,317,135

投 資 そ の 他 の 資 産 59,209,382 株 主 資 本 1,240,317,135

長 期 前 払 費 用 1,041,667 資 本 金 100,000,000

57,252,103

資  産  合  計 1,945,079,203 負債及び純資産合計 1,945,079,203

（ うち、当期純利益）

繰 延 税 金 資 産 38,806,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,140,317,135



Ⅰ

切下げの方法により算定）

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準

第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

注 記 表
2021 年 3 月 31 日 現在

第 17 期 旭 化 成 ラ イ フ ラ イ ン 株 式 会 社

重 要 な 会 計 方 針 に 係 る 事 項 に 関 す る 注 記

（ リ ー ス 資産 を除 く ）

無 形 固 定 資 産 ・・・・・ 定額法

（ リ ー ス 資産 を除 く ）

リ ー ス 資 産 ・・・・・

1．資産の評価基準及び評価方法

未 成 工 事 支 出 金 ・・・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

2．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 ・・・・・ 定額法

を計上しております。（小規模企業等における簡便法の適用）

4．収益及び費用の計上基準

完 成 工 事 高 ・・・・・ 工事完成基準

完 成 工 事 原 価 ・・・・・ 検収基準

3．引当金の計上基準

賞 与 引 当 金 ・・・・・ 賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上

しております。

退 職 給 付 引 当 金 ・・・・・ 退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額の全額

5．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式を採用しております。

6．連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。



Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への

移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号)

第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針28号)第44項の定めを

摘要せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

会 計方針の変更 に関 す る 注記

７．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

1．当該事業年度の末日における発行済株式数の総数

当事業年度の末日における発行株式の数は、2,000株であります。

該当事項はありません。

表 示方法の変更 に関 す る 注記

該当事項はありません。

誤 謬 の 訂 正 に 関 す る 注 記

該当事項はありません。

株主資本等変動計算書に関する注記

期末残高（円）

親会社 旭化成株式会社 100% 短期貸付金 1,104,712,752

関連当事者 との取引に関する注記

属性 会社名
当該株式会社
の議決権等の
所有割合

勘定科目

未払費用 35,195,292

親会社 旭化成ホ－ムズ株式会社 100% 完成工事未収入金 365,868,545

該当事項はありません。

関連会社 旭化成リフォーム株式会社 0% 完成工事未収入金 33,314,296

資 産 除 去 債 務 に 関 す る 注 記

工事未払金 69,628,124

未成工事受入金 50,045,745


